
 
  
  
 
 
 
 
 
 

 

誰のためのアメリカか―DEI の行方 
田中極子 国際社会学部 准教授 

 
No. 095（4 June 2025）   

 アメリカ社会におけるDEI（Diversity, Equity, 
and Inclusion:多様性・公平性・包摂性）は、企
業・大学・行政機関などで幅広く推進されてき
た。DEI は、異なる人種、性別、性的志向、宗
教、障がいの有無など、多様な背景を持つ人々
が、社会のあらゆる場面で平等な機会を持ち、
尊重され、排除されることなく参加できること
を目指すものである。特に 2020 年、白人警官に
よる黒人男性ジョージ・フロイド氏の死亡事件
をきっかけに全米で広がったブラック・ライブ
ズ・マター（BLM：黒人の命も大切だ）運動は、
人種的不平等や警察暴力に対する抗議の象徴と
なり、社会全体に構造的差別の存在を強く意識
させた。これを契機に、多くの組織が自らの制
度や文化に内在する偏りを見直し、DEI は単な
る理念ではなく、社会変革の鍵として広く注目
されるようになった。 

DEI の発展は、1960年代の公民権運動に始ま
り、アファーマティブ・アクション（積極的格差
是正措置）を通じて制度化され、次第に個人の
意識改革や文化的包摂へと進化してきた。現代
では、単なる差別の撤廃にとどまらず、組織の
イノベーションや競争力の源泉ともみなされて
おり、多様な視点が創造性や問題解決能力を高
めるという点で、経済的合理性も伴っている。 
こうした DEI の推進に対して、トランプ大統

領は一貫して強い反発を示し、2024年の選挙戦
では「DEI の廃止」を明確な公約として掲げた。
就任からわずか半年で、彼は多様性や包摂性を
支える制度を次々とやり玉に挙げている。例え
ば連邦政府機関におけるDEIプログラムの廃止、

軍内部の DEI トレーニングの中止、連邦補助金
の交付条件から「多様性確保の取組み」を除外
するなどである。大学教育に対する圧力も強ま
り、ハーバード大学では、「国益に反する情報流
出の懸念」を理由に、一部の留学生のビザ更新
が拒否され、事実上の追放措置がとられた。ま
た現在、米国政府は特定国の出身者を中心に、
留学生ビザの新規審査の差止めや発給の遅延措
置を講じており、高等教育機関の国際的な多様
性が縮小しつつある。 
これらの政策は、DEI が「行き過ぎた政治的

正しさ（ウォーク・イデオロギー（woke 
ideology））」であり、逆差別やアメリカの伝統的
な価値観を破壊しようとするものと捉える保守
派の主張と連動し、特に白人の中産階級層を中
心に一定の支持を得ている。多様性推進の反発
の根底には、自身の地位や文化的優位性が脅か
されることへの不安や、国家アイデンティティ
の再定義を求める動きがあるといえる。 
このように、DEI はアメリカ社会における深

い分断を象徴する論点となっている。トランプ
大統領のようなDEIに対する反対勢力が存在す
る一方で、DEI の重要性を認識し、その推進を
続ける企業や組織も多数存在する。AI やグロー
バル経済の進展により、多様性への対応力が組
織や国家の競争力に直結する時代において、
DEI は理想主義にとどまらず、現実的な社会設
計の基盤でもある。問われているのは、アメリ
カ社会が「誰のための社会」なのかをめぐる選
択なのである。 
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 尹錫悦⼤統領の罷免 

冨樫 あゆみ 国際社会学部 准教授 

 
「非請求⼈（尹

ユン
錫
ソン

悦
ヨル

 ⼤統領）による違憲、違法
⾏為は、国⺠の信任を背反するものであり、憲法
守護の観点から受容することができない、重⼤な
違法⾏為である」。2025 年 4 ⽉ 4 ⽇、尹錫悦⼤統
領の弾劾訴追案を審判した憲法裁判所は、⼤統領
の罷免を宣告した。非常戒厳令が発布されてから、
122 ⽇目であった。⼤統領罷免が宣⾔された瞬間、
街頭では、歓声と悲鳴が同時に響き渡った。現⾏
の韓国憲政史において、これほど暗く、⻑い４か
⽉があっただろうか。  

12 ⽉ 14 ⽇に弾劾訴追案が国会で議決された後、
韓国は⼤統領弾劾をめぐって、弾劾賛成派と反対
派が激しく衝突した。独裁政権と闘った⺠主運動
陣営のみならず、⺠主主義を信頼する市⺠にとっ
て、尹錫悦⼤統領による戒厳令は明確な憲法違反
であり、違法⾏為であった。⺠主陣営の⾔論⼈ら
は、12 ⽉の非常戒厳令発布を、すでに権⼒を握る
者が、⾃らの権⼒をより拡⼤強化することを目的
とする⾃主クーデター（self-coup, coup from the 
top）であったと断罪した。弾劾賛成派である⺠
主野党は、非常戒厳令を共謀したことなどを理由
として、⼤統領代⾏を務める韓悳洙

ハ ン ド ク ス
 国務総理の弾

劾訴追案を国会通過させるなど、政治攻勢を強め
た。 

対する尹
ユン

錫
ソン

悦
ヨル

 ⼤統領は、憲法裁判所の審判に際
して直接弁論を⾏い、「戒厳令発布の目的は、野
党による不正選挙とスパイの実態を国⺠に啓蒙す
ることにあり、警告的性格であった」と詭弁を繰
り返した。⼤統領が所属する保守与党は、⼤統領
⽀持と弾劾反対を叫び続けた。保守与党の扇動に

答えるように、尹
ユン

錫
ソン

悦
ヨル

 ⼤統領を熱狂的に⽀持する
市⺠は、弾劾反対のデモを続けた。弾劾反対派は
過激化し、⼀部⽀持者は、1 ⽉ 19 ⽇⼤統領拘束令
状を発布したソウル⻄部地⽅法院（裁判所）を襲
撃した。その様⼦は、まさに、2021 年⽶国連邦議
会襲撃事件を彷彿とさせ、韓国社会は衝撃を受け
た。⽀持者２名が弾劾反対を叫び、焼⾝⾃殺した。 

尹
ユン

錫
ソン

悦
ヨル

 ⼤統領が宣布した非常戒厳令は、韓国の
⾃由⺠主主義を脅かす存在として野党陣営を糾弾
し、戒厳軍が発布した布告令は、国⺠による政治
活動と⾔論の⾃由を制限した。これに対して、憲
法裁判所は、罷免宣告⽂において、尹政権に対す
る野党の政治攻勢を認めつつも、政権と野党の政
治対⽴は「⺠主主義的原理に則って解消されるべ
き政治的問題」であると述べた。 

正しく、そうなのだ。いかに様々に社会が分断
されようとも、双⽅間での応酬が激化しようとも、
それらを解消する⼿段が⺠主主義的価値観を毀損
するものであってはならない。 

尹
ユン

錫
ソン

悦
ヨル

 は、内乱⾸魁（⾸謀者）罪で刑事訴追さ
れ、今後裁判が本格化する。尹

ユン
錫
ソン

悦
ヨル

 政権は、「⺠
主主義の守護者」を掲げる価値外交を展開し、⽇
韓関係を正常化し、⽇⽶韓協⼒の強化にも寄与し
てきた。しかしながら、「⺠主主義の守護者」が
韓国⺠主主義を蹂躙した罪は、あまりにも重い。 
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それらを解消する⼿段が⺠主主義的価値観を毀損
するものであってはならない。 

尹
ユン

錫
ソン

悦
ヨル

 は、内乱⾸魁（⾸謀者）罪で刑事訴追さ
れ、今後裁判が本格化する。尹

ユン
錫
ソン

悦
ヨル

 政権は、「⺠
主主義の守護者」を掲げる価値外交を展開し、⽇
韓関係を正常化し、⽇⽶韓協⼒の強化にも寄与し
てきた。しかしながら、「⺠主主義の守護者」が
韓国⺠主主義を蹂躙した罪は、あまりにも重い。 
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 アメリカ社会におけるDEI（Diversity, Equity, 
and Inclusion:多様性・公平性・包摂性）は、企
業・大学・行政機関などで幅広く推進されてき
た。DEI は、異なる人種、性別、性的志向、宗
教、障がいの有無など、多様な背景を持つ人々
が、社会のあらゆる場面で平等な機会を持ち、
尊重され、排除されることなく参加できること
を目指すものである。特に 2020 年、白人警官に
よる黒人男性ジョージ・フロイド氏の死亡事件
をきっかけに全米で広がったブラック・ライブ
ズ・マター（BLM：黒人の命も大切だ）運動は、
人種的不平等や警察暴力に対する抗議の象徴と
なり、社会全体に構造的差別の存在を強く意識
させた。これを契機に、多くの組織が自らの制
度や文化に内在する偏りを見直し、DEI は単な
る理念ではなく、社会変革の鍵として広く注目
されるようになった。 

DEI の発展は、1960年代の公民権運動に始ま
り、アファーマティブ・アクション（積極的格差
是正措置）を通じて制度化され、次第に個人の
意識改革や文化的包摂へと進化してきた。現代
では、単なる差別の撤廃にとどまらず、組織の
イノベーションや競争力の源泉ともみなされて
おり、多様な視点が創造性や問題解決能力を高
めるという点で、経済的合理性も伴っている。 
こうした DEI の推進に対して、トランプ大統

領は一貫して強い反発を示し、2024年の選挙戦
では「DEI の廃止」を明確な公約として掲げた。
就任からわずか半年で、彼は多様性や包摂性を
支える制度を次々とやり玉に挙げている。例え
ば連邦政府機関におけるDEIプログラムの廃止、

軍内部の DEI トレーニングの中止、連邦補助金
の交付条件から「多様性確保の取組み」を除外
するなどである。大学教育に対する圧力も強ま
り、ハーバード大学では、「国益に反する情報流
出の懸念」を理由に、一部の留学生のビザ更新
が拒否され、事実上の追放措置がとられた。ま
た現在、米国政府は特定国の出身者を中心に、
留学生ビザの新規審査の差止めや発給の遅延措
置を講じており、高等教育機関の国際的な多様
性が縮小しつつある。 
これらの政策は、DEI が「行き過ぎた政治的

正しさ（ウォーク・イデオロギー（woke 
ideology））」であり、逆差別やアメリカの伝統的
な価値観を破壊しようとするものと捉える保守
派の主張と連動し、特に白人の中産階級層を中
心に一定の支持を得ている。多様性推進の反発
の根底には、自身の地位や文化的優位性が脅か
されることへの不安や、国家アイデンティティ
の再定義を求める動きがあるといえる。 
このように、DEI はアメリカ社会における深

い分断を象徴する論点となっている。トランプ
大統領のようなDEIに対する反対勢力が存在す
る一方で、DEI の重要性を認識し、その推進を
続ける企業や組織も多数存在する。AI やグロー
バル経済の進展により、多様性への対応力が組
織や国家の競争力に直結する時代において、
DEI は理想主義にとどまらず、現実的な社会設
計の基盤でもある。問われているのは、アメリ
カ社会が「誰のための社会」なのかをめぐる選
択なのである。 

が、社会のあらゆる場面で平等な機会を持ち、

ズ・マター（BLM：黒人の命も大切だ）運動は、

た現在、米国政府は特定国の出身者を中心に、
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Toyo Eiwa - The World Commentary
東洋英和女学院大学　国際関係研究所

Toyo Eiwa – The World Commentary は、タイムリーに世界情勢を分析し、公共の理解に資するためのプラット
ホームです。このコメンタリーは、著者の意見であり、東洋英和女学院大学の意見を反映するものではありません。

お問合せ E-Mail ：kokusaiken@toyoeiwa.ac.jp


